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条例制定・改廃の背景及び趣旨 
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件   名  

亀山市特定教育・保育施設及び

特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例  

健 康 福 祉 部 

子ども総合センター 

子ども家庭室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる社会を目指し、子ど

も・子育て支援新制度を実施するため、「子ども・子育て支援法」（平成２４

年法律第６５号）が制定され、特定教育・保育施設（認定こども園、幼稚園

及び保育園）の設置者及び特定地域型保育事業（家庭的保育事業、小規模保

育事業、居宅訪問型保育事業及び事業所内保育事業）を行う者は、市町村の

条例で定める基準に従って保育を提供しなければならないこととされました。  

条例で定める基準については、内閣府令で定める基準に従い、又は参酌し

なければならないとされており、「特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の運営に関する基準」（平成２６年内閣府令第３９号。平成２６年４月

３０日公布。以下「内閣府令」といいます。）によりその基準が示されたた

め、本条例を制定するものです。  

２ 制定内容  

亀山市の特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

について、市の実情を踏まえて検討したところ、幼児期の学校教育及び保育

の総合的な提供並びに地域の子ども・子育て支援を総合的に推進する必要が

あるため、内閣府令により示された基準と同様の内容を定めることとします。  

（１）総則 ＜第１条から第３条まで関係＞  

条例制定の目的及びこの条例で使用する用語の定義を定めるほか、特定

教育・保育施設及び特定地域型保育事業の一般原則として次の事項を定め

ます。  

ア 適切な環境が等しく確保されることを目指すものであること  

イ 子どもの意思及び人格を尊重して保育を提供すること  

ウ 他の特定教育・保育施設等との密接な連携に努めること  

エ 子どもの人権の擁護等のため必要な体制の整備を行うこと  

（２）特定教育・保育施設の運営に関する基準 ＜第４条から第３６条まで関係＞  

ア 利用定員に関する基準  
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（ア）認定こども園及び保育所の利用定員の数を２０人以上とします。  

（イ）特定教育・保育施設は、子ども・子育て支援法に定める子どもの認

定区分ごとに利用定員を定めることとします。ただし、３号認定の利

用定員については、さらに満１歳未満と満１歳以上に区分して定める

こととします。  

特定教育・保育施設の区分 利用定員を定める子どもの認定区分 

認定こども園 １号認定 ２号認定 ３号認定 

幼稚園 １号認定   

保育所  ２号認定 ３号認定 

（参考）  

１号認定 保育を必要としない満３歳以上の小学校就学前の子ども  

２号認定 保育を必要とする満３歳以上の小学校就学前の子ども  

３号認定 保育を必要とする満３歳未満の小学校就学前の子ども  

イ 運営に関する基準  

（ア）特定教育・保育の提供の際、特定教育・保育施設に関する重要事項

を記載した文書を交付して説明を行い、保護者の同意を得なければな

らないこととします。  

（イ）特定教育・保育施設は、保護者から利用の申込みを受けたときは、

正当な理由がなければ、これを拒んではならないこととします。  

（ウ）特定教育・保育施設は、保護者から法定代理受領により施設型給付

費を受ける場合は市町村が定める利用者負担額の支払を、法定代理受

領によらない場合には内閣総理大臣が定める基準により算定した額（公

定価格）の支払を受けることとします。  

（エ）施設の区分に応じ、幼保連携型認定こども園教育・保育要領、保育

所保育指針又は幼稚園教育要領に基づき、特定教育・保育の提供を行

うこととします。  

ウ 特例施設型給付費に関する基準  

（ア）保育所が１号認定子どもに特別利用保育を提供する場合は、都道府

県等が条例で定める児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を遵守

しなければならないこととします。  

（イ）特別利用保育に係る１号認定子どもと、現に施設を利用している２  
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号認定子どもの総数は、２号認定子どもについて定められた利用定員

の総数を超えないこととします。  

（３）特定地域型保育事業の運営に関する基準 ＜第３７条から第５２条まで関係＞  

ア 利用定員に関する基準  

特定地域型保育事業の利用定員について、次の表の左欄に掲げる区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に定める範囲内において定めることとし

ます。ただし、３歳未満の利用定員（事業所内保育事業は、従業員枠

と地域枠ごとの利用定員）については、さらに満１歳未満と満１歳以

上に区分して定めることとします。  

特定地域型保育事業の種類 利用定員の範囲 

家庭的保育事業 １人以上５人以下 

小規模保育事業Ａ型 ６人以上１９人以下 

小規模保育事業Ｂ型 ６人以上１９人以下 

小規模保育事業Ｃ型 ６人以上１０人以下 

居宅訪問型保育事業  １人 

事業所内保育事業 制限なし 

イ 運営に関する基準  

（ア）特定地域型保育の提供の開始の際、重要事項を記載した文書を交付

して説明を行い、保護者の同意を得なければならないこととします。  

（イ）特定地域型保育事業者は、保護者から利用の申込みを受けたとき

は、正当な理由がなければ、これを拒んではならないこととします。  

（ウ）保育内容に関する支援や代替保育の提供を行い、特定地域型保育の

提供終了後の教育・保育の受け皿となる連携施設（認定こども園、幼

稚園又は保育所）を適切に確保しなければならないこととします。  

（エ）特定地域型保育事業者は、保護者から法定代理受領により地域型保

育給付費を受ける場合は市町村が定める利用者負担額の支払を、法定

代理受領によらない場合には内閣総理大臣が定める基準により算定し

た額（公定価格）の支払を受けることとします。  

（オ）保育所保育指針に準じて、特定地域型保育の提供を適切に行わなけ

ればならないことします。  
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（カ）運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならな

いこととします。  

ウ 特例地域型保育給付費に関する基準  

（ア）特定地域型保育事業者が１号認定子どもに特別利用地域型保育を提

供する場合は、市町村が条例で定める家庭的保育事業等の設備及び運

営に関する基準を遵守しなければならないこととします。  

（イ）特別利用地域型保育に係る１号認定子どもと、現に事業所を利用し

ている３号認定こどもの総数は、その事業所の利用定員の総数を超え

ないこととします。  

（ウ）特定地域型保育事業者が２号認定子どもに特定利用地域型保育を提

供する場合は、市町村が条例で定める家庭的保育事業等の設備及び運

営に関する基準を遵守しなければならないこととします。  

（エ）特定利用地域型保育に係る２号認定子どもと、現に事業所を利用し

ている３号認定子どもの総数は、その事業所の利用定員の総数を超え

ないこととします。  

３ その他  

（１）施行日は、「子ども・子育て支援法」の施行の日とします。  

（２）特定保育所（私立の保育所）について、当分の間、施設型給付費制度に

代えて委託費の支払とする特例を設けます。  

（３）１号認定子どもの施設型給付費の額について、当分の間、全国統一費用

部分（義務的経費）と地方単独費用部分（裁量的経費）の合計額とする経

過措置を設けます。  

（４）小規模保育事業 C 型の利用定員を６人以上１０人以下とする基準につい

て、施行日から５年を経過する日までの間、６人以上１５人以下とする経

経過措置を設けます。  

（５）特定地域型保育事業者について、施行日から５年を経過する日までの間、

連携施設を確保しないことができるとする経過措置を設けます。  
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（参考）  

子ども・子育て支援新制度とは、平成２４年８月に成立した子ども・子育

て関連３法と総称される次の法律に基づく制度です。  

① 子ども・子育て支援法  

② 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律の一部を改正する法律  

③ 子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総

合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係

法律の整備等に関する法律  
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件   名  

亀山市家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準を定める

条例  

健 康 福 祉 部 

子ども総合センター 

子ども家庭室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる社会を目指し、子ど

も・子育て支援新制度を実施するため、「子ども・子育て支援法及び就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を

改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（平成２４年法

律第６７号）により児童福祉法が改正され、従来の認可保育所における保育

事業に加え、市町村の条例で定める基準により認可を受けた事業者が家庭的

保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業又は事業所内保育事業を実

施することができることになりました。  

条例で定める基準については、市町村が、省令で定める基準に従い、又は

参酌して条例で定めなければならないとされており、「家庭的保育事業等の

設備及び運営に関する基準」（平成２６年厚生労働省令第６１号。平成２６

年４月３０日公布。以下「省令」といいます。）によりその基準が示された

ため、本条例を制定するものです。  

２ 制定内容  

亀山市の家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準について、市の実

情を踏まえて検討したところ、幼児期の学校教育及び保育の総合的な提供並

びに地域の子ども・子育て支援を総合的に推進する必要があるため、省令に

より示された基準と同様の内容を定めることとします。  

（１）総則 ＜第１条から第２１条まで関係＞  

条例制定の目的及びこの条例で使用する用語の定義を定めるほか、家庭

的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業又は事業所内保育事業

に共通する基準を次のとおり定めます。  

ア 市は、家庭的保育事業等の最低基準を常に向上させるように努めるも

のとします。  

イ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の人権に十分配慮するとともに、

一人ひとりの人格を尊重して、その運営を行わなければならないことと  
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します。  

ウ 家庭的保育事業者等は、地域社会との交流及び連携を図り、利用乳幼

児の保護者及び地域社会に対し、当該家庭的保育事業等の運営の内容を

適切に説明するよう努めなければならないこととします。  

エ 家庭的保育事業者等（居宅訪問型保育事業者を除きます。）は、利用

乳幼児に対する保育が適正かつ確実に行われ、及び家庭的保育事業者等

による保育の提供の終了後も満３歳以上の児童に対して必要な教育又は

保育が継続的に提供されるよう、連携協力を行う保育所、幼稚園又は認

定こども園（以下「連携施設」といいます。）を適切に確保しなければ

ならないこととします。  

オ 家庭的保育事業等において利用乳幼児の保育に従事する職員は、健全

な心身を有し、豊かな人間性と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のあ

る者であって、できる限り児童福祉事業の理論及び実際について訓練を

受けたものでなければならないこととします。  

カ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の使用する設備、食器等又は飲用

に供する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講

じなければならないこととします。  

キ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に食事を提供するときは、家庭的

保育事業所等内で調理する方法により行わなければならないこととしま

す。  

ク 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児に対し、利用開始時の健康診断、

少なくとも１年に２回の定期健康診断及び臨時の健康診断を、学校保健

安全法に規定する健康診断に準じて行わなければならないこととします。  

ケ 家庭的保育事業者等は、事業の運営についての重要事項に関する規程

を定めておかなければならないこととします。  

（２）家庭的保育事業 ＜第２２条から第２６条まで関係＞  

家庭的保育事業の基準を次のとおり定めます。  

ア 家庭的保育事業は、家庭的保育者の居宅その他の場所（保育を受ける

乳幼児の居宅を除きます。）であって、次の要件を満たすものとして、

市長が適当と認める場所で実施することとします。  
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（ア）乳幼児の保育を行う９．９㎡以上（ただし、保育する乳幼児が３人

を超える場合には１人につき３．３㎡以上を加えます。）の専用の部

屋を設けること。  

（イ）乳幼児の保健衛生上必要な採光、照明及び換気の設備を有すること  

（ウ）衛生的な調理設備及び便所を設けること  

（エ）同一の敷地内に乳幼児の屋外における遊戯等に適した庭（付近にあ

るこれに代わるべき場所を含みます。）の面積は、満２歳以上の幼児

１人につき、３．３㎡以上であること  

（オ）火災報知器及び消火器を設置するとともに、消火訓練及び避難訓練

を定期的に実施すること  

イ 家庭的保育事業を行う場所には、家庭的保育者、嘱託医及び調理員を

置かなければならないこととします。  

ウ 家庭的保育者は、市長が行う研修を修了した保育士又は保育士と同等

以上の知識及び経験を有すると市長が認める者とします。  

エ 家庭的保育者１人が保育することができる乳幼児の数は、３人以下と

します。ただし、家庭的保育者が、家庭的保育補助者とともに保育する

場合には、５人以下とします。  

オ 家庭的保育事業における保育時間は、１日につき８時間を原則とし、

乳幼児の保護者の労働時間その他家庭の状況等を考慮して、家庭的保育

事業を行う者が定めるものとします。  

（３）小規模保育事業 ＜第２７条から第３６条まで関係＞  

小規模保育事業は、Ａ型、Ｂ型及びＣ型に区分し、それぞれの区分ごと

に基準を次のとおり定めます。  

ア 小規模保育事業Ａ型  

（ア）小規模保育事業Ａ型を行う事業所（以下「小規模保育事業所Ａ型」

といいます。）の設備の基準を定めることとします。  

（イ）小規模保育事業所Ａ型には、保育士、嘱託医及び調理員を置かなけ

ればならないこととします。  

（ウ）保育士の数は、次の表の左欄に掲げる乳幼児の区分に応じ、それぞれ

同表の右欄に定める数の合計数に１を加えた数以上とすることとします。  
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区 分  数  

乳児  おおむね３人につき１人  

満１歳以上満３歳未満の幼児  おおむね６人につき１人  

満３歳以上満４歳未満の児童  おおむね２０人につき１人  

満４歳以上の児童  おおむね３０人につき１人  

イ 小規模保育事業Ｂ型  

（ア）小規模保育事業Ｂ型を行う事業所（以下「小規模保育事業所Ｂ型」

といいます。）の設備の基準は、小規模保育事業Ａ型の設備の基準を

準用することとします。  

（イ）小規模保育事業所Ｂ型には、保育士その他保育に従事する職員とし

て市長が行う研修を修了した者（「保育従事者」といいます。）、嘱

託医及び調理員を置かなければならないこととします。  

（ウ）保育従事者の数は、次の表の左欄に掲げる乳幼児の区分に応じ、そ

れぞれ同表の右欄に定める数の合計数に１を加えた数以上とし、その

うち半数以上は保育士とすることとします。  

区 分  数  

乳児  おおむね３人につき１人  

満１歳以上満３歳未満の幼児  おおむね６人につき１人  

満３歳以上満４歳未満の児童  おおむね２０人につき１人  

満４歳以上の児童  おおむね３０人につき１人  

ウ 小規模保育事業Ｃ型  

（ア）小規模保育事業Ｃ型を行う事業所（以下「小規模保育事業所Ｃ型」

といいます。）の設備の基準を定めることとします。  

（イ）小規模保育事業所Ｃ型には、家庭的保育者、嘱託医及び調理員を置

かなければならないこととします。  

（ウ）家庭的保育者１人が保育することができる乳幼児の数は、３人以下

とします。ただし、家庭的保育者が、家庭的保育補助者とともに保育

する場合には、５人以下とします。  

（エ）小規模保育事業所Ｃ型は、児童福祉法第６条の３第１０項の規定に

かかわらず、その利用定員を６人以上１０人以下とすることとします。  

（４）居宅訪問型保育事業 ＜第３７条から第４１条まで関係＞  
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居宅訪問型保育事業の基準を次のとおり定めます。  

ア 居宅訪問型保育事業者は、障害、疾病等の程度を勘案して集団保育が

著しく困難であると認められる乳幼児に対する保育等を提供することと

します。  

イ 居宅訪問型保育事業者が当該事業を行う事業所には、事業の運営を行

うために必要な広さを有する専用の区画を設けるほか、保育の実施に必

要な設備及び備品等を備えなければならないこととします。  

ウ 居宅訪問型保育事業において家庭的保育者１人が保育することができ

る乳幼児の数は、１人とすることとします。  

エ 居宅訪問型保育事業者は、乳幼児に対する保育を行う場合にあっては、

当該乳幼児の障害、疾病等の状態に応じ、適切な専門的な支援その他の

便宜の供与を受けられるよう、あらかじめ、連携する障害児入所施設そ

の他の市の指定する施設を適切に確保しなければならないこととします。  

（５）事業所内保育事業 ＜第４２条から第４８条まで関係＞  

事業所内保育事業の基準を次のとおり定めます。  

ア 事業所内保育事業を行う者は、次の表の左欄に掲げる利用定員の区分

に応じ、それぞれ同表の右欄に定める数以上のその他の乳児又は幼児の

定員枠を設けなければならないこととします。  

利用定員数  その他の乳児又は幼児の数  

１人以上５人以下  １人  

６人以上７人以下  ２人  

８人以上１０人以下  ３人  

１１人以上１５人以下  ４人  

１６人以上２０人以下  ５人  

２１人以上２５人以下  ６人  

２６人以上３０人以下  ７人  

３１人以上４０人以下  １０人  

４１人以上５０人以下  １２人  

５１人以上６０人以下  １５人  

６１人以上７０人以下  ２０人  

７１人以上  ２０人  

イ 利用定員が２０人以上の保育所型事業所内保育事業所の設備の基準を

定めることとします。  

ウ 利用定員が２０人以上の保育所型事業所内保育事業所には、保育士、  
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嘱託医及び調理員を置かなければならないこととします。  

エ 利用定員が２０人以上の保育所型事業所内保育事業所の保育士の数は、

次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める数の合

計数以上とすることとします。  

区 分  数  

乳児  おおむね３人につき１人  

満１歳以上満３歳未満の幼児  おおむね６人につき１人  

満３歳以上満４歳未満の児童  おおむね２０人につき１人  

満４歳以上の児童  おおむね３０人につき１人  

オ 利用定員が１９人以下の小規模型事業所内保育事業所には、保育従事

者（保育士その他保育に従事する職員として市長が行う研修を修了した

者）、嘱託医及び調理員を置かなければならないこととします。  

カ 利用定員が１９人以下の小規模型事業所内保育事業所の保育従事者の

数は、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める

数の合計数に１を加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士とする

こととします。  

区 分  数  

乳児  おおむね３人につき１人  

満１歳以上満３歳未満の幼児  おおむね６人につき１人  

満３歳以上満４歳未満の児童  おおむね２０人につき１人  

満４歳以上の児童  おおむね３０人につき１人  

３ その他  

（１）施行日は、「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に

伴う関係法律の整備等に関する法律」の施行の日とします。  

（２）施行日前から存在する施設が、条例の施行後に新たに認可を受けた場合

に限り、施行日から５年を経過する日までの間、食事の提供に関する規定

を適用しないとする経過措置を設けます。  

（３）施行日から５年を経過するまでの間、連携施設を確保しないことができ

るとする経過措置を設けます。  

（４）小規模保育事業 B 型及び利用定員が１９人以下の小規模事業所内保育事  
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業の職員について、施行日から５年を経過するまでの間、家庭的保育者又

は家庭的保育補助者を保育従事者とみなすとする経過措置を設けます。  

（５）小規模保育事業 C 型の利用定員を６人以上１０人以下とする基準につい

て、施行日から５年を経過する日までの間、６人以上１５人以下とする経

過措置を設けます。  

（参考）  

家庭的保育事業等は、原則として満３歳未満の保育を必要とする乳幼児を

対象とした事業で、定員数や保育の実施場所等により、次の４類型に区分さ

れます。  
 

 家 庭 的 保 育 事 業  小 規 模 保 育 事 業  居 宅 訪 問 型 保 育 事 業  事 業 所 内 保 育 事 業  

内
容 

家 庭 的 な 雰 囲 気 の

下 で 、 少 人 数 を 対 象

に き め 細 か な 保 育 を

実 施  

比 較 的 小 規 模 で 家

庭 的 保 育 事 業 に 近 い

雰 囲 気 の 下 、 き め 細

か な 保 育 を 実 施  

規 模 に 応 じ て 以 下

の ３ つ の 類 型 が あ

り 。  

Ａ 型 ： 保 育 所 分 園

に 近 い も の  

Ｂ 型 ： 保 育 所 分 園

と 家 庭 的 保

育 の 中 間 的

な も の  

Ｃ 型 ： 家 庭 的 保 育

に 近 い も の  

住 み 慣 れ た 居 宅 に お い

て 、 １ 対 １ を 基 本 と す る

き め 細 か な 保 育 を 実 施  

主 に 、 特 別 な ケ ア が 必

要 な 子 ど も や 、 保 護 者 の

夜 間 勤 務 等 に 対 応  

企 業 が 主 と し て 従

業 員 へ の 仕 事 と 子 育

て の 両 立 支 援 策 と し

て 実 施  

地 域 に お い て 保 育

を 必 要 と す る 子 ど も

に も 保 育 を 提 供  

規
模 

少 人 数  

（ 現 行 は 家 庭 的 保 育

者 １ 人 に つ き 、 子 ど

も ３ 人 以 下 。 た た

し 、 家 庭 的 保 育 補 助

者 が い る 場 合 は 子 ど

も ５ 人 以 下 。 ）  

６ ～19 人  

（C 型 に つ い て は

10 人 以 下 。 た だ

し 、 条 例 の 施 行 か ら

5 年 を 経 過 す る 日 ま

で は 15 人 以 下 。 ）  

１ 対 １ が 基 本  様 々  

（ 数 人 ～ 数 十 人 程 度 ）  

場
所 

家 庭 的 保 育 者 の 居

宅 そ の 他 様 々 な ス ペ

ー ス  

多 様 な ス ペ ー ス  利 用 す る 保 護 者 ・ 子 ど

も の 居 宅  

事 業 所 そ の 他 様 々

な ス ペ ー ス  

 
 



13 

 

件   名  

亀山市放課後児童健全育成事業

の設備及び運営に関する基準を

定める条例  

健 康 福 祉 部 

子ども総合センター 

子ども家庭室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる社会を目指し、子ど

も・子育て支援新制度を実施するため、「子ども・子育て支援法及び就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を

改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（平成２４年法

律第６７号）により児童福祉法が改正され、市町村は、放課後児童健全育成

事業の設備及び運営に関する基準を条例で定めることとされました。  

条例で定める基準については、省令で定める基準に従い、又は参酌しなけ

ればならないこととされており、「放課後児童健全育成事業の設備及び運営

に関する基準」（平成２６年厚生労働省令第６３号。平成２６年４月３０日

公布。以下「省令」といいます。）によりその基準が示されたため、本条例

を制定するものです。 

２ 制定内容  

亀山市の放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準について、

市の実情を踏まえて検討したところ、幼児期の学校教育及び保育の総合的な

提供並びに地域の子ども・子育て支援を総合的に推進する必要があるため、

省令により示された基準と同様の基準を定めることとします。  

 ＜第１条から第２１条まで関係＞  

（１）市は、放課後児童健全育成事業の最低基準を常に向上させるように努め

るものとします。  

（２）放課後児童健全育成事業を行う者は、最低基準を超えて、常に、その設

備及び運営を向上させなければならず、また、市長は、児童の保護者その

他児童福祉に係る当事者の意見を聴き、放課後児童健全育成事業者に対

し、最低基準を超えて、その設備及び運営を向上させるように勧告するこ

とができることとします。  

（３）放課後児童健全育成事業における支援は、小学校に就学している児童で

あって、その保護者が労働等により昼間家庭にいないものにつき、家庭、  

 
 

http://hourei.hounavi.jp/hourei/H26/H26F19001000063.php
http://hourei.hounavi.jp/hourei/H26/H26F19001000063.php
http://hourei.hounavi.jp/hourei/H26/H26F19001000063.php
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地域等との連携の下、発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能となる

よう、当該児童の自主性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活習慣の

確立等を図り、もって当該児童の健全な育成を図ることを目的として行わ

れなければならないこととします。  

（４）放課後児童健全育成事業所には、遊び及び生活の場としての機能並びに

静養するための機能を備えた、児童１人につきおおむね１．６５㎡以上の

専用区画を設けるほか、支援の提供に必要な設備及び備品等を備えなけれ

ばならないこととします。  

（５）放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、放課

後児童支援員を置かなければならないこととします。  

ア 放課後児童支援員の数は、支援の単位ごとに２人以上とします。ただ

し、その１人を除き、補助員（放課後児童支援員が行う支援について放

課後児童支援員を補助する者）をもってこれに代えることができること

とします。  

イ 放課後児童支援員は、保育士の資格を有する者等であって、都道府県

知事が行う研修を修了したものでなければならないこととします。  

（６）一の支援の単位を構成する児童の数は、おおむね４０人以下とすること

とします。  

（７）放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、運営

についての重要事項に関する規程を定めておかなければならないこととし

ます。  

（８）放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所を開所する時

間について、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定

める時間以上を原則として、その地域における児童の保護者の労働時間、

小学校の授業の終了の時刻その他の状況等を考慮して、当該事業所ごとに

定めることとします。  

区 分  時 間  

小学校の授業の休業日に行う放課後児童

健全育成事業  
１日につき８時間  

小学校の授業の休業日以外の日に行う放

課後児童健全育成事業  
１日につき３時間  
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（９）放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所を開所する日

数について、１年につき２５０日以上を原則として、その地域における児

童の保護者の就労日数、小学校の授業の休業日その他の状況等を考慮して、

当該事業所ごとに定めることとします。  

（１０）放課後児童健全育成事業者は、市、児童福祉施設、利用者の通学する

小学校等関係機関と密接に連携して利用者の支援に当たらなければならな

いこととします。  

３ その他  

（１）施行日は、「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、

保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に

伴う関係法律の整備等に関する法律」の施行の日とします。  

（２）施行日前から存在する事業所に限り、当分の間、児童１人あたりの専用

区画の面積をおおむね１．６５㎡以上とする規定を適用しないとする経過

措置を設けます。  

（３）放課後児童支援員は、都道府県知事が行う研修を修了したものでなけれ

ばならないとする規定について、平成３２年３月３１日までの間、平成３

２年３月３１日までに研修を修了することを予定している者を含むものと

する経過措置を設けます。  

（４）施行日前から存在する事業者に限り、当分の間、一の支援の単位を構成

する児童の数をおおむね４０人以下であるとする規定を適用しないとする

経過措置を設けます。  

（参考）  

放課後児童健全育成事業とは、労働等により保護者が昼間家庭にいない小

学生児童を対象とし、放課後に児童厚生施設等の施設を利用して適切な遊び

又は生活の場を与え、その健全な育成を図るものです。  
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件   名  
亀山市消防長及び消防署長の資

格を定める条例  

消 防 本 部 

消防総務室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

  「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法

律の整備に関する法律」（平成２５年法律第４４号）により消防組織法が改

正されました。これにより、これまで「市町村の消防長及び消防署長の任命

資格を定める政令」（昭和３４年政令第２０１号）で定められていた消防長

及び消防署長の資格は、「市町村の消防長及び消防署長の資格の基準を定め

る政令」（平成２５年政令第２６３号。平成２５年９月６日公布。以下「政

令」といいます。）で定める基準を参酌して、条例で定めることとされたた

め、本条例を制定するものです。  

２ 制定内容  

消防長及び消防署長の資格の基準について、政令により示された基準を参

酌し、市の実情に応じて基準を定めることとします。  

＜第１条から第３条まで関係＞  

（１）消防長の資格  

ア 市の消防職員として消防事務に従事した者で、消防署長の職又は消防

署長と同等以上の職に１年以上あったもの  

イ 市の行政事務に従事した者で、亀山市行政組織条例（平成１７年条例

第１８４号）第１条に定める部の長の職に２年以上あったもの  

（２）消防署長の資格  

市の消防吏員として消防事務に従事した者で、消防司令以上の階級に１

年以上あったもの 

３ その他  

（１）施行日は、公布の日とします。  

（２）この条例の施行の際、現に消防長の職にある者は、その職にある間、消

防長の資格を有する者とみなす経過措置を定めます。  

 

 
 



17 

 

（参考）政令と条例の規定の比較  

○消防長の資格関係 

政令（第１条）  条例（第２条）  

一 消防職員として消防事務に従事した

者で、消防署長の職又は消防本部、消

防学校若しくは消防職員及び消防団員

の訓練機関における消防署長の職と同

等以上と認められる職に１年以上あっ

たものであること。  

（１）市の消防職員として消防事務に従事

した者で、消防署長の職又は消防署長

と同等以上の職に１年以上あったもの

であること。  

二 消防団員として消防事務に従事した

者で、消防団長の職に２年以上あった

ものであること。  

規定しません  

旧政令制定当時（昭和３４年）は、

消防が市町村の事務とされて間もない

時期であり、消防職員のみでは消防長

に適した人材が十分確保できないとい

う事情から設けられたものであり、本

市においては、現在そのような事情は

ないと判断できるため規定しません。  

三 市町村の行政事務に従事した者で、

市町村の長の直近下位の内部組織の長

の職その他市町村におけるこれと同等

以上と認められる職に２年以上あった

ものであること。  

（２）市の行政事務に従事した者で、亀山

市行政組織条例（平成１７年条例第１

８４号）第１条に定める部の長の職に

２年以上あったものであること。  

○消防署長の資格関係 

政令（第２条）  条例（第３条）  

一 消防吏員として消防事務に従事した

者で、消防司令以上の階級に１年（消

防庁長官が定める教育訓練を消防大学

校において受けた者については、１年

から当該教育訓練の課程に応じ消防庁

長官が定める期間を控除した期間）以

上あったものであること。  

市の消防吏員として消防事務に従事

した者で、消防司令以上の階級に１年

以上あったものであることとする。  

二 消防吏員として消防事務に従事した

者で、消防司令補以上の階級に３年（消

防庁長官が定める教育訓練を消防大学

校において受けた者については、３年

から当該教育訓練の課程に応じ消防庁

長官が定める期間を控除した期間）以

上あったもの（前号に該当する者を除

く。）であること。  

規定しません  

本市においては、他の要件を満たす

者が十分存在し、人材確保が可能であ

るため規定しません。  

三 消防団員として消防事務に従事した

者であって、消防団の副団長等の職に

３年以上あったもので、消防庁長官が

定める教育訓練を消防大学校において

受けたものであること。  

規定しません  

旧政令制定当時（昭和３４年）は、

消防が市町村の事務とされて間もない

時期であり、消防職員のみでは消防長

に適した人材が十分確保できないとい

う事情から設けられたものであり、本

市においては、現在そのような事情は

ないと判断できるため規定しません。  
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件   名  
亀山市福祉事務所設置条例の一

部を改正する条例  

健康福祉部 

地域福祉室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

  「次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支援対策

推進法等の一部を改正する法律」（平成２６年法律第２８号）により母子及

び寡婦福祉法の一部が改正され、平成２６年１０月１日から施行されること

に伴い、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

「母子及び寡婦福祉法」の題名が「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に改

正されたことから、条例で引用する法律名を改めます。 ＜第２条関係＞  

３ その他  

施行日は、平成２６年１０月１日とします。  
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件   名  
亀山市福祉医療費の助成に関す

る条例の一部を改正する条例  

市民文化部 

保険年金室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

  「次代の社会を担う子どもの健全な育成を図るための次世代育成支援対策

推進法等の一部を改正する法律」（平成２６年法律第２８号）により母子及

び寡婦福祉法の一部が改正され、平成２６年１０月１日から施行されること

に伴い、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

「母子及び寡婦福祉法」の題名が「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に改

正されたことから、条例で引用する法律名を改めます。  

  また、法律において一人親家庭等の父について明確に定義されたことか

ら、条例における一人親家庭等の父の定義の規定を改めます。  

 ＜第２条関係＞  

３ その他  

施行日は、平成２６年１０月１日とします。  
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件   名  
亀山市地区コミュニティセンタ

ー条例の一部を改正する条例  

市民文化部 

地域づくり支援室  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

  現在、活発な地域コミュニティ活動を展開していくため、活動拠点となる

施設の整備・充実を図っています。現在の神辺地区コミュニティセンターに

ついては、建物が狭あいかつ老朽化したため、改築工事を実施し、平成２６

年１２月１日に新たな活動拠点となる施設に移転することから、所要の改正

を行うものです。  

２ 改正内容  

神辺地区コミュニティセンターの位置の改正を行います。 ＜第２条関係＞  

改正前  亀山市太岡寺町１２９６番地１４  

改正後  亀山市太岡寺町１２５９番地１  

３ その他  

施行日は、平成２６年１２月１日とします。  
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